
内閣総理大臣

関係都道府県知事 中央防災会議意見聴取（法第３条第３項） 諮問（法第３条第２項）

指定（法第３条第１項）

地震防災対策強化地域

○警戒宣言時の対応等、地震防災応急対策に関する各種計画を作成し、その実施を推進

【基本計画】法第５条

●警戒宣言発令時の国の基本方針
●強化計画・応急計画の基本となる事
項

●総合防災訓練に関する事項 等

【強化計画】法第６条

●地震防災応急対策に関する事項
●緊急に整備すべき施設に関する事項
●地震防災訓練に関する事項 等

【応急計画】法第７､８条

●地震防災応急対策に関する事項
●地震防災訓練に関する事項 等

中央防災会議 ・各府省庁、日銀、日赤、ＮＨＫ等

・各府省庁の地方支分部局

・関係都道府県、市町村 等

【民間事業者】
病院、劇場、百貨店、旅館、鉄道事業
等を管理・運営する者

策定 実施 策定 実施 策定 実施

○異常現象が検知された場合、各種計画に基づき地震防災応急対策を実施

常
時
監
視

（歪
計
等
）

異
常
現
象
の
検
知

東
海
地
震
に
関
連
す
る

調
査
情
報
（臨
時
）

東
海
地
震
注
意
情
報

気
象
庁
長
官→

内
閣
総
理
大
臣

地
震
予
知
情
報
報
告

警
戒
宣
言

本
部
長
・
内
閣
総
理
大
臣

地
震
災
害
警
戒
本
部

地
震
災
害
警
戒
本
部

都
道
府
県

地
震
災
害
警
戒
本
部

市
町
村

閣
議

法
第
９
条

法
第
１
０
条

法
第
１
６
条

法
第
１
６
条

・
自
衛
隊
派
遣
要
請

○国は、強化計画に基づき緊急に整備すべき施設等の整備経費に補助（法第２９条）

地震財特法

による補助
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（昭和５３年６月 制定）

○国による観測・測量の実施強化（法
第４条）
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○ 大規模地震対策特別措置法
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